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２）事業計画との関連性について 

①応募する事業分野に応じた事業計画と「ものづくり高度化指針」との関連性 
ものづくり高度化指針とは 

「中小企業等の経営強化に関する基本方針第 4 条第 4 項第 1 号」の規定に基づき、我が国製造業の 
国際競争力を支えるものづくり基盤技術の高度化の観点から、研究開発に取り組む中小企業が参考と
するために、今後社会に求められる技術の方向性及び具体的な開発手法の情報を提示するものです。 

 

本件は「中小企業の特定ものづくり基盤技術及びサービスの高度化等に関する指針」の類型 

「5.接合・実装に係る技術」に基づく、特定ものづくり基盤技術を活用した革新的な試作品開発・ 

生産プロセスの改善を行うものです。 
 
具体的に関連する項目を挙げると、 

（五）接合･実装に係る技術に関する事項 

１ 接合･実装に係る技術において達成すべき高度化目 

①川下製造業者等の特有の課題及びニーズ 

キ．ＩｏＴ、ＡＩを活用した接合・実装工程の自動化 

②高度化目標 

コ．ＩｏＴ、ＡＩを活用したコスト効率の高い溶接技術の確立 
 

e．半導体分野に関する事項 

半導体は、今後のデジタル社会を支える重要基盤であり、安全保障にも直結する重要な分野で

ある。(中略)先端ロジック半導体・パワー半導体等が求められてお 同時にグローバル化に向け

たコスト競争力も重要である。 
 
こうした要求に対し、例えば半導体の微細化に向けた製造プロセス技術開発や、高集積化を可

能とする３Ｄパッケージ技術開発、高性能化・低消費電力化に向けた新構造・新素材の適用等に関

する取り組みが進められている。 
 
そのため、当該技術においては、こうした先端半導体の技術開発推進に向け、マイクロ接合技術

や三次元接合技術等の高度化が重要である。（中略） 

こうした次世代半導体デバイスの普及に向け、当該技術の高度化が重要である。 

 

また同法において「接合・実装技術」とは、『相変化、化学変化、塑性・弾性変形等により多様な素材・

部品を接合・実装することで、力学特性、電気特性、光学特性、熱伝達特性、耐環境特性等の機能を顕

現する接合・実装技術』とあり、 

○具体的には、 

・接合部の高強度化、信頼性の向上や軽量化、接合・実装の位置精度の向上 

・接合部の機能の高付加価値化、信頼性の付与等に応える研究開発 

・劣悪な極限環境でも強靭かつ安定な機能を維持 

・接合・実装作業における生産性の向上 

・製品の製造、修理、再利用、廃棄までを考えたライフサイクルコストや 

これらの過程でのエネルギー使用の最小化 

などとなっています。 

そこで、当社の事業計画と「ものづくり高度化指針」との関連性について、以下、中小企業庁 HP の

抜粋に示した赤枠内が理解しやすいと思い提示します。 
 

当社は 
「従来は手作業で行っていた半導体工場（クリーンルームを含む）の特殊ガス配管のパイプ溶接加工を 

【高度に自動化】することで、 

【製品の質を均一化】することができ、 

【作業効率性を向上させ】、それにより 

【コストを低下させ】、 

【施工等をデータ化して共通化し】、 

【匠の技を自動化することで技術開発の効率化と生産性を向上】 
させるものです。                           
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下表）中小企業庁 HP 抜粋（一部改） 

 
当社は現在も一部自動溶接機をリースして配管の制作を行っておりますので、自動溶接機の対応に

慣れている。また の日本総代理店であ 機械㈱によると、同様の機械が同業他社

には導入が少ないとのこと。 機械が使える人が限られており、それ故に、当社は重宝されて

おります。 

 

以上のことから、当社の計画する「新たな製造方法は先進的な開発計画」であり、『中小企業の特定

ものづくり基盤技術の高度化に関する指針』に沿った取組みであるものと自負しております。 

 

②業界誌が示す自動溶接機（溶接業界）の動向 

日本溶接協会 70 年史（2019 年 11 月刊）は、溶接を取り巻く環境について「データの戦略的活

用」、「変革への対応」「新たな溶接技術への啓発」、「技術の衰退・消滅が危ぶまれる」としています。 

4. 産業動向と溶接技術の変遷 

（中略）この 10 年の産業界の動きでもっとも顕著なのは、第四次産業革命の進展にともない、AI 

やロボット、IoT などの技術を社会実装していくことが可能となったことであろう。 

わが国製造現場には品質力、現場のカイゼン力の裏付けともなる良質なデータの蓄積があること

から、これをいかに戦略的に活用し、今後の変革に適応するかが重要となる時代となってきている。 

この様な環境下で、わが国に溶接界においては、自動車分野での高いポテンシャル（溶接プロセス

面、構造材料面とも）に新たな溶接技術開発が啓発されることが多く見られた。（中略） 

 

溶接界に止まらずすべての産業分野で課題となっている労働者の高齢化や技術者不足、加えて教

える側が減ることで長年培われてきた技術の衰退や消滅が危ぶまれている中、VR（バーチャルリア

リティ）技術を用いた技能の伝承が数多く研究されており、バーチャル溶接シミュレータなどの適用

による訓練が現場でも一般化しつつある。 

そのため、当社も技術の伝承を使命として、データ化とその蓄積を進めなければなりません。 

転
用
禁
止



6 
 

③差別化（競争力強化）の実現について（方法や仕組み、実施体制） 

a)財務体質について 

 当社は令和 時点で、純資産総 円で自己資本比 ％となって

います。長期借入 千円は、愛知銀行から借入れているもので、3 年間、5 年間の期限が 

各 1 本、残りは 10 年期限が 3 本あって、長期的な資金繰りの安定を図っています。 

また預金は 千円あり、手元資金としては十分足りていると思います。 

 

なお短期貸付金 千円は、予備経費として役員へ貸付けているもので、定期的に返済充当

が予定されており回収可能であります。 

 

機械装置は主に「溶接機」等ですが、1 台当たりが高額であり、減価償却も多額になってきます。 

税法上の「その他製造業用設備（法定耐用年数 9 年）」として、一般的な鉄鋼業用（耐用 14 年）より

短期間で償却しています。 

 

投資有価証券の主なものは 」を窓口とするインデックスファンド投資であ

り、グローバル水素株式ファンドなど業務の延長で購入したものとなっています。（現在約 万円の

含み益あり）、財務諸表の資産価値を損なうものではありません。 

 

なお会社資産の他、社長奥様名義で土地 1 筆（ ）、建物２棟所有しており、それらを加味す

れば「当社の決算状況」が事業継続の足枷になることはありません。 

また   の協力を得て、融資面でもご支援頂けることになりました。 

 

そのため「事業実施のための体制（人材、事務処理能 等）や最近の財務状況等から、補助事業を適

切に遂行できると期待できるか。金融機関等からの十分な資金の調達が見込まれるか。」につきまして

は、適切に遂行できるものと自負しております。 

 

b)経営革新計画への取り組み 

当社は令和 年  月  日付承認番号第 1085 号にて、  県による「経営革新計画の承認」を受け

ています。 

テーマ：自動溶接機の導入に伴う業務効率改善 

 

同テーマは 本件設備投資のベースとなるもので、  県の承認を受けたことで、事業の新規性と 

実現可能性について評価して頂けたものと考えます。 

 

c)事業継続力強化計画への取り組み 

当社は令和 年 月  日付   号にて計画承認を受けております。 

当社はアフターコロナの時代を迎えて、新たな方針を追加して、この申請に取り組みました。 

 

ｄ)パートナシップ構築宣言への取り組み 

当社は令和 年  月  日に、「構築宣言」を届け出ております。 
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事業計画書その 2 ㈱  将来の展望 

１）本事業の成果が寄与すると想定する具体的なユーザー、マーケット及び市場規模について 

①想定するユーザー（ターゲット） 

当社は、第一に「半導体工場」のガス配管（特殊配管工事）の施工を行っており、現在これらの工場は

全国各地に分散しています。 

独） をはじめ、

など、いずれも大手企業で、それぞれに規模が大きい工場ですが、当社は自社技術の高さも相

いまって、これら大手企業を顧客としています。 
 
 
 左表は、出典：商業施設新聞 2364 号（2020

年 9 月 29 日）ですが、同紙は 
 

【すべてがネットにつがなる IoT 実現のカギを

握る第 5 世代移動通信システム 

（5G）本格普及、あらゆる現場に投入されるロ

ボットやレベル 3 以上の自動運転への実現は、高

性能半導体がキーデバイスとなり、開発、設備投

資、生産が活発だ。 

2020 年の世界半導体市場はプラス成長が見

込まれ、国内でも主要工場の新増設など大型設

備投資が見込まれる。 

それに伴い、新たな雇用創出、消費刺激が期待

され、コロナでダメージを受けた店舗、商業施設

関係者は熱いまなざしを送る。 

製造業もコロナ禍で明暗が分かれるが、そのな

かにおいて活発な半導体市場への期待値は高

い。】と、半導体工場の国内回帰、生産拡大に大き

な期待を寄せています。 
 
 
 また 2022 年末に業界誌が集計した「半導体工場の投資実績と開始時期」を見ると、1 兆円を超える設備

投資（増産計画）があり、当社を取り巻く環境下での大きなプロジェクトが動き出しつつあります。 
  

 
 

当社は、これら大手企業の半導体工場を、販売対象（ターゲット）と考えています。 
 

なお、「市場ニーズの有無検証」について、そもそも大手企業の最先端工場を相手としているため、クラウ
ドファウンディング等による調査は行っていませんが、企業が IR 等で公表している計画でも多大な投資が
見込まれます。そのため、当社としても十分な顧客ニーズがあると確信しております。 
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②市場規模・動向 

加えて、こうした企業をターゲットとして、それらの市場規模について検討しました。 

半導体産業は、その性能向上に伴い製造環境にも様々な変遷があります。 

 そのため、全体的な市場予想として「プラントエンジニアリングの規模推移」から類推します。 

㈱日本 M&A センター記事「プラント工事業界の M&A 動向 2022.6.20」によると、日本の半導体製造

が世界一だった 90 年代初めから徐々に受注高が減りましたが、東日本大震災を底として回復基調にあり、

ピーク時の 10 兆円規模に向けて 1 割程度回復していると言われます。まだ 2 割の回復余地があります。 
 
 
 

 
 

 
 また「日本経済新聞」＠日経 COMPAS(2023/08/02 調査)の記事を見ると、 

設備工事（空調・配管）の業界概要 

２２年度の受注高、７．９％増の１兆６１７５億円 うち民間は１１ ５％増の１兆４９９１億円 
 

建築物における配管工事業は、建設業法における管工事として規定されている。 

空気や水、ガスなどは敷設された配管によって各所に届けられる。 

その工事は大きく分けて、空調に係る工事、給排水に係る工事、そしてガスに係る工事となり、空調と

給排水に係る工事を行う企業・事業者は同じであることも少なくない。一方、ガスに係る工事について

は、一般的にはその地域のガス会社ないしその関連企業が担うことが多くなる。 
 
国土交通省がまとめた「設備工事業に係る受注高調査（主要２０社）」によると、 

２０２２年度の管工事受注高は前年度比７．９％増の１兆６１７５億円で、２年連続で増加した。 

このうち民間工事は同１１．５％増の１兆４９９１億円だった。 

と、こちらもアフターコロナの時代を迎えて、順調に伸びていることがわかる。 
 

そのため当社は、今回の補助事業への取り組みにより「（半導体工場の特殊配管工事と言う）ニッチ分野

においても、適切なマーケティング、独自性の高い製品・サービス開発、厳格な品質管理などにより、当社が

差別化を行うこと」を可能にする（成功する）ものと、確信しております。 

 

③「中小ものづくり高度化指針」が示す将来の可能性 

中小ものづくり高度化指針(5:接合･実装にかかる技術)には、「当該技術の将来の展望」として 以下の

記述があります。 

物理的接合において要求が高まっている技術として(中略)、接合部品の高強度化・小型化・軽量化技

術、安全性・信頼性を向上させる技術等が挙げられる。 

(中略)半導体デバイスや電子部品等の搭載部品をはんだ等を用いて電子回路基板と電気的相互接続を

図る実装技術は、電子機器の多様化に伴い、寸法精度や電気特性、強度、信頼性等の要求が高まり、三次

元実装や複合実装の一層の進化が望まれている。 

(中略)今後、当該技術を使用する環境は多様化、極限化しつつあるため、設計と一体となった最適化技

術として位置付け、川下製造業者等と（中略）、共同研究の中で開発を進めていく必要がある。 
 
そのため、「事業化に向けて市場ニーズを考慮すると共に、補助事業の成果の事業化が寄与するユーザー

マーケット及び市場規模が明確か」について、十分な考察ができたと自負しております。 
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事業計画書その 3（㈱ ） 

1）会社全体の事業計画 

 
（単位：千円） 

実績 基準年度※ １年後 ２年後 ３年後 ４年後 ５年後 

       

① 売上高        
② 営業利益        
③ 経常利益        
④ 人件費        
⑤ 減価償却費        
付加価値額(②+④+⑤)        
伸び率（％）        
⑥設備投資額        
⑦給与支給総額        
伸び率（％）        

 
2）算出根拠 

本件の計画値は、新たに「補助金」申請にあたって、「最低到達目標」として組み直したものです。 
 
①まず決算期が、申請締切まで か月を切っている事から、これから迎える令 期を基準年度

※とし、過年度実績 期）を元に、これらの経費配分を参考に 期の試算を計上した。 
 
②国内の半導体（集積回路）の販売金額推移をみると、販売個数は 2019 年を底に回復基調にある。 

2021 年度の増加率は個数で 12.2％、金額ベースでは 20％増となり、これは自動車や家電製品へ

のセンサー搭載が増えたことに起因するが、コロナ禍のサプライチェーン見直しによる国内製造回帰が

行われており、今後も増産が見込まれる。 
 
世界銀行は 2023 年 6 月 6 日、世界の経済成長率（実質 GDP 伸率）は 2.1％と、2022 年の

3.1％から低下すると予測した。一方、内閣府が 2023 年 8 月１５日発表した実質国内総生産（ＧＤＰ）

１次速報で、４―６月期の成長率は前期比１．５％、年率換算で６．０％だった。 
 

こうしたことを総合し、当社の今後 5 年間の売上目標の伸長率を平均 2.5％と設定した。 
   

  
③単価についてはその 2 の２）事業化の目標時期・売上規模・量産化時の製品等の価格等に記載した。 
 
④今回の設備導入の効果で、最終的に「製造原価率を 1％引き下げ可能」と考え、 

これを 5 年間に渡って毎期 0.2％ずつ下げていくことで実現したいと考えた。 

期の予定原価率は ％で、これ 期には ％と見込む。 
 
⑤人員の単純増加はなかなか困難故に、現用の人件費全体を年 3％増加させる目標とした。 

（人が増えない分は、自動化装置導入により効率化を図る。） 
 
⑥減価償却費は、過年度実績を参考に 万円前後を見込む（本設備による追加償却分を内在）。 
 
⑦給与支給総額についての根拠 

そもそも特殊ガス用配管の溶接加工は「手作業・属人的」な部分が多かった。 
 
特に 」においては「従来 2 人で 1 日要していた作業が、概ね 0.5 日程度で

終了する」と見込んでいる。そのため付加価値の高い受注が期待でき、少人数体制であるがゆえに、 

「給与支給総額」等については相当額が見込めるものとした。                        以上 
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